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脱炭素に向けた日本型イノベーションの刷新

－脱炭素イニシアティブリーダーに学ぶビジネス思考の覚醒

〇藤 祐司 東京工業大学 ，渡辺 千仭 東京工業大学

 はじめに

カーボンニュートラルを始めとする ESG リス

クの高まりは、金銭的な利害関係の発生する顧

客や株主を越えたすべてのステークホルダーの

利害を考慮することを企業に求め、企業の経営

戦略を変容させている。その結果、R&D を梃に

経営比較優位を競ってきた R&D 企業の戦略を

根底から変えることになり、R&D モデルの構造

的変容を不可避とした（Tou[1], Watanabe [2]）。

特にものづくりに強みを持つ日本企業の多くは、

デジタル経済の進展による成長概念や R&D 概

念の変容と軌を一にして、そのグローバルな競

争力を大きく減じていることが観察される。 
以上の潮流において、ESG 対応を積極的に行

っている世界の企業は、「ESG への対応はもは

やコストではなくなった」という共通認識のも

と、現状を脱炭素をイノベーション刷新の好機

と認識し、ESG 対応における多様な知の結合に

よる「国境・業種を超えた見えざるパートナー

との連携」を通じた刷新の実施を目的とした戦

略的連携体制を形成している。 
そこで本稿は、イノベーションにより脱炭素

に対応せんとしている R&D トップ企業に注目

し、脱炭素対応における企業に求められる規範

を明らかにすることで、日本型イノベーション

刷新の在り方の検証を行う。 

 脱炭素イニシアティブの概要

脱炭素イニシアティブの意義

2006 年に国連が、投資に ESG の視点を組み入

れること等からなる機関投資家の投資原則

「PRI: Principles for Responsible Investment」を提

唱したことに端を発し、従来の財務情報だけで

なく、環境・社会・ガバナンス要素も考慮した

ESG 投資の考えが広まり、2015 年にパリ協定が

採択されたことにも後押しされ、PRI に賛同する

署名機関の増加、ESG 投資は更なる普及、増加

傾向にある。あわせて、企業が ESG 経営を行う

メリットについても、①企業価値の向上、②経

営リスクの軽減など、様々な観点から議論され

ている。例えば、ESG 経営に取り組むことで、

企業のイメージアップ、さらには知名度の向上、

新規顧客の開拓や企業ブランド力の強化にもつ

ながることが期待されることなどが挙げられる。 
企業価値の向上、経営リスクの軽減といった

メリットは多くの企業に共通する事柄ではある

が、本稿で対象とする脱炭素イニシアティブリ

ーダーは以上に加え、ESG リスクへの積極的な

対応により、困難の克服を実現するためのイノ

ベーション創造の契機としていることが観察さ

れる（渡辺[5]）。 
そこで、一般的な ESG 対応の規範およびイニ

シアティブリーダーが推し進める ESG 対応事例

について次にまとめる。 

脱炭素イニシアティブの概要

(1) 環環境境規規範範ととイイノノベベーーシショョンン 
服部[4]を参考に、環境と技術開発に関する国

際規範の変化を、以下の４期に分けて考える。 
I.  国連気候変動枠組条約（1980~90 年前半） 
 省エネルギーの促進や石炭，天然ガス，水

力，原子力など石油代替エネルギーの開発 
II.  京都議定書（1990 年後半～2000 年代） 
 「エネルギー安全保障（energy security）， 環

境保護（environmental protection）， 経済成

長（economic growth）を統合する政策の必

要性」の 3E 原則 
 エネルギー安全保障に環境保護が加わった

体制 
III.  コペンハーゲン合意（2000 年~2010 年代） 
 先進国のみの体制に主要な新興国を取り込

む試み 
 エネルギー安全保障と気候変動とを一体的

に取り扱う動きが活発化 
IV. パリ協定（2010 年～現在） 
 エネルギーの分野ごとの協力・協調体制を

構築する動きやグローバル体制を志向 

期では石油備蓄の整備，石油代替エネルギー

の開発が中心的な課題であったが，Ⅱ期では「エ

ネルギーと環境」（3E 原則）の確立，Ⅲ期では

エネルギー安全保障と気候変動の両立，Ⅳ期で

はクリーンエネルギー転換の推進へと変化 
していることが確認される。 

以上の期間それぞれにおける SDGs と技術革

新の関係について表表 1 にまとめる。 
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表表 1 ESG リリススククととイイノノベベーーシショョンンのの関関係係 
 主要 ESG risk イノベーション 
I期 経済成長 

環境問題対応 
労働力代替 
省エネ、石油代替技術 

Ⅱ期 先進国における３E ハイブリッド技術 
ICT による省力化 

Ⅲ期 世界規模の３E 
 

クリーンエネルギー 
ビジネスエコシステム 

Ⅳ期 3E+E（Ethics） ゼロカーボン 
新価値創造 

例えば、I 期においては、省エネ・代替エネル

ギー開発および環境保全が喫緊の課題となった

時期であり、経済成長とエネルギー需給安定対

策が急務となっていた。日本の取り組みとして

は、サンシャイン計画（1973-1993）などが行わ

れ、大量生産大量消費社会における経済成長と

環境改善の両立、生産性の向上が求められた。

一方、Ⅲ期以降になると、グローバル体制を志

向する協力・協調体制の構築や、東北震災の影

響などもあり、脱炭素社会に向けた計画（原子

力発電の再考、グリーンエネルギー開発）が必

要となっている。 
企業の取り組みも、例えば、自動車産業にお

いて a)高燃費技術の開発（省エネルギー） → b) 
ハイブリッドカー（環境対応車）→ c) 再生可能

エネルギー電源（再生可能エネルギー）、また

電気機械産業において、a)高性能家電（省エネル

ギー）→ b) エコ家電（環境対応）→ c) スマー

トシティ（再生可能エネルギー/グローバル体制

の志向）などの変遷を経ている。 
以上のイノベーション創造の要素・要因は表表 2

にまとめられる。 

表表 2 イイノノベベーーシショョンン創創造造のの要要素素・・要要因因 
 Innovation 原動力 外的要因 
Ⅰ

期 
労働力代替 
省エネ 
石油代替技術 

日本型経営システム 
政府主導プロジェクト 
メインバンクシステム 

工業化社会 
 

Ⅱ

期 
HB 技術 
ICT による省力 

企業主導研究開発活動 
ICT の発展 

情報化社会 
 

Ⅲ

期 
クリーン Energy 
ビジネスエコシ

ステム 

デジタル経済の発展 ポスト情報

化社会 
 

Ⅳ

期 
ゼロカーボン 
新価値創造 

DX 
ユーザ主導イノベーシ

ョン 

ステークホ

ルダー資本

主義 

かつて日本企業は、1973,79 年の 2 次にわたる

エネルギー危機をスプリングボードにして、技

術によるエネルギー代替を敢行し、その結果

1980 年代のハイテクミラクルを現出し、世界に

冠たる省エネ・CO2 抑制と経済成長の両立を達

成した。その成功は、化学・鉄鋼等のエネルギ

ー多消費産業と電気機械・自動車等のハイテク

産業との共進ダイナミズムに依拠しており、そ

れらを支えるシステムとして、日本型経営シス

テムが R&D を、そしてその成果としてのイノベ

ーションを促進する機能を果たしていた（渡辺

[6]）。 
一方、情報化社会への移行とともに日本モデ

ルは瓦解し、代わって、例えばアマゾンモデル

とでも言うべき、デジタル卓越性を梃子とした

顧客中心の R&D 主導の進歩がイノベーション

をもたらしている（渡辺）。このアマゾンモデ

ルのデジタル卓越性と日本モデルの構造的卓越

性の覚醒・融合は、今日のカーボンニュートラ

ルに向けた日本モデルのデジタル覚醒に必須の

要件とみなされる。 
 (2)ググロローーババルルなな脱脱炭炭素素のの取取りり組組みみ 

環境省[3]等では、脱炭素への取り組み戦略は、

①SBT（Science Based Targets）や②RE100 な

どが挙げている。 
SBT は、パリ協定が求める水準と整合した、5

年～10 年先を目標年として企業が設定する、温室

効果ガス排出削減等の環境対応のための目標設

定である。2022 年 9 月段階で 79 カ国から認定企

業 1,678 社、コミット企業 1,911 社、合計 3,589
社の参加がなされている。 
また RE100 は、社会的に影響がある大企業を

対象に、事業活動によって生じる環境負荷を低減

させるために設立された環境イニシアティブの

ひとつであり、事業運営に必要なエネルギーを

100%再生可能エネルギーで賄うことを目標設定

としており、23カ国から 378 社が参加している。 
SBT は企業の温室効果ガスの排出を削減する

ことが目標であり、RE100 は自然エネルギーを

導入することを目標としている。どちらも温室

効果ガスの排出削減を目的としているが、SBT
のほうがより高い目標であるとされる。 

これらの取り組みの認定を受けるメリットと

して、2.1 で述べた ESG 対応のメリットと同様、

企業として投資家から高評価が得られる、社会

からのイメージアップとブランド価値向上等が

挙げられている。 
脱炭素イニシアティブリーダーは以上に加え、

ESG リスクへの積極的な対応により、困難の克

服を実現するためのイノベーション創造の契機

としていることが観察され、その取り組みはイ

ノベーション創造に主眼をおいたイニシアティ

ブとして表れている。そこで、次章においてそ

の事例について検討を行う。 

 脱炭素イニシアティブリーダーの取り組み

代表的取り組み事例

気候誓約イニシアティブ (TCP) は、2040 年迄

の脱炭素を狙いに、アマゾンなどが主導して
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2019 年 9 月 19 日に提唱されたものであり、自ら

の脱炭素戦略と合わせ、狙いを一にする企業の

参加が慫慂されている（現在までに 29 か国 322
社が参加）。 

参加企業の責務としては、① 温室効果ガス排

出量の定期的な計測と報告、② ビジネス改革や

イノベーションを通じ、パリ協定に沿った脱炭

素化戦略を実行、③ 本質的かつ永続的で定量化

可能なオフセットを追加し、2040 脱炭素を実現、

などが挙げられる。この取り組みによる効果と

しては、① 影響範囲全体を俯瞰した最適化、② 
Scope 3 の正確な計測、③ 膨大なデータを集積

し、それを収益化、④ 一連の対応にカーボンニ

ュートラル認証をリンクさせること、等が考え

られる。この取り組みを通じて、① 業種・業界

を超えた分野横断的な脱炭素アイデアの結合・

共有、② ベストプラクティスの学習、非連続な

イノベーションを創出するスキルの研鑽、③ 異
次元の発想とのシナジー (想定外の多様な知の

結合が期待) が期待される。 
本プロジェクトの時代的なアイデンティティ

は表表 3 にまとめられる。 

表表 3 TCP のの時時代代的的アアイイデデンンテティィテティィ 
運営主体 強力なリーダーのもと、企業主導 
ターゲット パリ協定に沿った脱炭素戦略 
参加国 ２９か国（今後さらに拡大） 
参加企業業種 広範な１４業種５２業界 
参加メンバー オープン 
役割分担 オープン 
期 間 １０～３０年 
技術効果 シナジー誘発・啓発・学習 
コラボの基本 ルースカップリング 

以上のように、企業による日々の努力の積み

重ねとして環境改善を求める帰納法的アプロー

チの限界のブレークスルーとして、2040 年迄の

脱炭素達成を思い描いた演繹法的発想に基づく、

予定調和的マッチングを期待した研究組合方式

の限界に挑戦したルースカップリングな柔軟な

関係の構築を行っている。これにより、企業・

組織、パートナーの分野横断的なコミュニティ

の構築支援を行い、常識に風穴を開ける試みに

果敢に挑戦していると言える。 

マイクロソフトが主導する Transform to Net 
Zero 連合では、まず世界でも特に野心的な炭素

目標を掲げる業界リーダーを集め、カーボンゼ

ロを達成するための戦略ガイドを作成すること

を目指している。連合の設立メンバーは、A.P. モ
ラー・マースク、ダノン、メルセデス・ベンツ・

グループ、マイクロソフト、ナチュラ、ナイキ、

スターバックス、ユニリーバおよび ウィプロの

９社となる。最終的には、パリ協定が掲げる

「1.5℃」目標と完全に整合したビジネスモデル

の創出が期待される。 
比較的小さい規模の連合であり、TCP よりも

よりメンバー間での密接な連携がなされており、

2050 年までに排出量ゼロを達成するにあたっ

て、各企業が取り組んでいる事業変革について

共有することや、ビジネスとバリューチェーン

全体で強力な排出量削減を実現すること、サプ

ライチェーン全体にわたってパートナーと協力

すること、インパクトを高めるような製品・サ

ービス・ビジネスモデルのイノベーションを進

め、大規模に投資すること、政策立案者と協力

して排出量ゼロに向けた進化を推奨することな

どを実施している。 

DX の活用

巨大なクラウド事業を有するマイクロソフト

は、脱炭素への取り組みにクラウド事業を活用

した、Emission Impact Dashboard を実施している。

同取り組みは、二酸化炭素排出量データに関す

る 新 し い 分 析 情 報 を 提 供 す る 「 Microsoft 
Sustainability Calculator」の機能を拡張し、マイ

クロソフトのクラウドを利用する企業が、脱炭

素化に向けた取り組みを促進する基盤の確立を

支援するものである。排出量削減に貢献すると

される AI の活用が、その導入によりエネルギー

消費量が増加し、結果二酸化炭素排出量が増大

してしまう、という問題に対し、AI を可能な限

り省エネルギーで利用するうえで、使用企業は、

CO2 排出量をより正しく把握し、「AI の性能と

効率性のトレードオフ」をより明確 に分析する

ことが可能となる。 
クラウド事業者による同様の取り組みは、ア

マゾン、アルファベットでも行われており、そ

れらは表表 4 にまとめられる。 

表表 4 ククララウウドド各各社社のの提提供供ササーービビスス 
クラウド 利用者向け脱炭素サービス 
Amazon 
AWS 

 カーボン排出量削減を図るためのベスト

プラクティス集『AWS Well-Architected 
Framework - Sustainability Pillar』を提供

（2021 年 12 月） 
 AWS 利用により排出されたカーボン

量可視化ツール「AWS Customer carbon 
Footprint」を提供（2022 年 3 月） 

マ イ ク ロ

ソフト 
Azure 

 Azure 利用により排出されたカーボン

量 可 視 化 ツ ー ル 「 Emission Impact 
Dashboard」を提供（2020 年 1 月） 

Alphabet 
Google 
Cloud 

 Google Cloud の利用により排出され

たカーボン量可視化ツール「Google 
Cloud carbon Footprint」を提供（2021
年 10 月） 

資料：各社ホームページ 
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クラウドの活用は一般企業に普及しており、企

業それぞれの脱炭素の取り組みをクラウドを通

じて学習、改善、伝播、普及していくシステム

の構築は、脱炭素イニシアティブの根幹をなす

ものとなっている。このことからも、クラウド

事業のトップ企業たる Amazon, マイクロソフト

等が、脱炭素イニシアティブを主導することは

自然の流れと考えられる。 

 脱炭素イニシアティブのベストプラクティス

脱炭素におけるイノベーションの在り方

脱炭素は世界全体の一蓮托生の課題であり、

その本性は「多岐にわたるシステム現象の凝縮

体」であり、その解決には異次元の発想とのシ

ナジーによる想定外の多様な知の結合が不可欠

と想定される。このように、脱炭素という地球

大の共通課題についてなので、一般的な競争と

は異なり、多様な知の結合を誘発する連携・実

現の取り組みが求められる。 
かつての日本は日本型経営とも称される、企

業・従業員・資本家の 3 者による精妙なシステ

ムを構築していた。このシステムの根幹は、現

在の ESG 対応における全世界的な取り組みと類

似するところも多いと考えられるが、現在の日

本企業の ESG への取り組みは世界企業に比して

遅れているとされる。その原因および日本企業

の進むべき方向について次節において考察する。 

 脱炭素に向けた日本型イノベーション

日本型イノベーションは、80 年代までの「日

本型経営」に端を発する、企業・従業員・資本

家の 3 者による精妙なシステム構築に依拠して

いた。その代表が、「見えざる資源」をはじめ

とした資源による長期的なイノベーションを可

能としたシステムといえる。しかし、90 年代以

降、そのシステムは変容を余儀なくされ、現在

はその残滓とデジタル経済下の新しい経営のあ

り方とが衝突し、新しく生まれ変わる過渡期を

続けている状況と考えられる。 
ESG 対応を主眼にした国境・業種を超えた共

進が喫緊の課題となる中、脱炭素に向けた日本

型イノベーションは、80 年代までの日本型経営

をベースにしつつも刷新することが喫緊の課題

であり、その在り方は、表 5 にまとめられる。 

 まとめ

脱炭素は世界全体の一蓮托生の課題であり、

日本にとっても最優先課題である。しかしその

本性は「多岐にわたるシステム現象の凝縮体」

であり、依然ベールに包まれたままと言え、そ

の解明は異次元の発想とのシナジーによる想定

外の多様な知の結合が不可欠と考えられる。 

表表 5 日日本本型型経経営営刷刷新新にに求求めめらられれるる構構造造改改革革 
 -80 年代 -2030 年 

イノベーシ
ョン資源 

日本型経営
見えざる出資 

国境・業種を超えた共進
（見えざる共進） 

負 担 
若年層の生産
性を下回る低
賃金 

リスクへの対応 

成長資源 
生産性 低賃金
の余剰 

地球大の一蓮托生課題へ
の連携 

リターン 
高年齢層の生
産性を上回る
高賃金 

のシナジー 

現状・刷新 
成功体験の
慣性に呪縛 

対応を契機とした
国境・業種を超えた見え
ざるパートナーとの連携 

この難題に対し、世界のイノベーション企業

が対応を行っており、例えば、R&D 世界トップ

のアマゾンは 29 か国 313 社を糾合した気候誓約

プロジェクト（TCP）をもとにこれに挑戦を行

っていることを示した。 
また、日本企業の対応について、過去の日本

型経営に根差した日本型イノベーションの刷新

が求められることもうかがえた。 
次稿においては、脱炭素を日本型イノベーシ

ョン刷新の好機と認識して、世界の R&D トップ

100社の R&D-ESGリスク対応戦略軌道の計量分

析に基づき、「気候誓約」の多様な知の結合に

注目した「国境・業種を超えた見えざるパート

ナーとの連携」を通じた刷新策を提起する。 
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